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令和 7年度 事 業 報告書    

概 況 

令和７年度の日本経済は、物価高・国際情勢の不確実性や円相場の変動が企業収益を圧迫し、

労働力不足が深刻化する中、賃金上昇が下支えするとともに、企業の設備投資や研究開発投資が

回復基調を示し、生産性向上と雇用の質の改善につながりました。 

関西では万博とインバウンドの実績が短期需要を大きく押し上げる中、神戸では港湾物流、 

クルーズを含む観光需要の持ち直し等の地域需要の後押しにより、雇用の底上げや企業の設備 

更新が進み、短期的な需要押上げだけでなく中長期の成長基盤強化にも寄与しています。 

このような状況の中、当会においては、会員の皆様及び税務当局の協力を得て、税制改正等に  

伴う説明会の開催回数及び税研会会員を講師とする租税教室の開催回数の増加、警察及び   

ライオンズクラブを新たに加えて行った税を考える週間での広報事業等を含め事業活動の拡大

を図り、従来以上に公益社団法人としての役割を果たせたのではないかと考えています。 

ただ、会員拡大においても受託会社と連携し新たな取組を行いましたが、会員の高齢化に伴う

廃業や経費削減等による会員の減少傾向を止めることはできなかったことから、先の取組に  

ついては充実させていきたいと考えています。 

また、財政面では会員減少に伴う会費収入減を受託会社からの事務手数料が補うとともに、 

事務のデジタル化及び支出全般を見直した結果、数年ぶりに黒字化することができました。 

 

各 事 業 報 告 

Ⅰ．税務行政の円滑な執行に寄与する事業（公益事業） 

 

1．税務指導・税務相談等の実施 

適正な申告納税を支援するため、税理士及び職員による指導・相談会等を開催しました。 

本会会議室での確定申告相談においては、税理士による指導・相談のほか、税務当局が推進する  

ｅ―Ｔａｘの普及を支援するため、職員等が入力指導を行いました。また、確定申告相談会場に   

おいては青色・記帳・振替コーナーを設け、青色・記帳・振替勧奨などを行いました。 

区 分 事 業 名 実施時期・実施日数 会 場 
指導・ 

相談件数 

税務指導 

源泉所得税 

年末調整指導 
7 月・令和 8年 1月 

本会会議室 

12 件 

ｅ－Ｔａｘ

指 導 
延 9日間 49 件 

税務相談 

一 般 相 談 8・10・2・3月以外の毎月１回 16 件 

確定申告相談 
令和 8年 2月 16 日～27 日

(延 9日間) 
85 件 

【確定申告相談会場】 

青色・記帳・振替コーナー 

令和 8年 2月 12 日～ 

3 月 16 日 
神戸サンボーホール※ 

－ 

令和 8年 2月 3日～5日 三田市郷の音ホール 

※ 神戸サンボーホールは、6協会で共催 
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2．説明会・税務講演会等の開催 
税知識の普及及び納税道義の高揚を図ることをねらいとして、税務署担当官や税理士等を講師に

各種研修会、説明会及び講演会を開催しました。 
特に、「年末調整説明会」、「決算説明会」、「租税教室」については、税務当局及び税研会会員の   

協力を得て、前年の開催回数を大幅に上回りました。 

事 業 名 開 催 日 会場及び講師 受講者数 備考 

年末調整説明会 

11 月 19 日 
11 月 20 日 
11 月 21 日 
11 月 27 日 

本会会議室 

39 人社
26 人社
30 人社
26 人社

署 
共 
催 

決算説明会・消費税説明会 
12 月 2 日 
12 月 3 日 
12 月 8 日 

本会会議室 
53 名
37 名
20 名

決算期別 法人実務者研修会 

4 月 14 日 神戸市教育会館 20 名
６ 
協会 
共催 

7 月 9 日 

神戸納税協会 

6 名

10 月 8 日 7 名

令和 8年 1月 14 日 4 名

簿記教室（法人企業向け） 6 月 5日～7月 24 日
（全 8回） 

神戸納税協会 1 社 ４ 
協会 
共催 パソコン会計講習会 7 月 29 日・31日 長田納税協会 0 名

記帳説明会 
9 月 3日 
9 月 4日 

新長田合同庁舎 
30 名
17 名

６ 
協会 
共催 調査部所管法人税務講演会 12 月 4 日 ポートピアホテル 6 社

租税教室 

令和 8年 1月 13 日 
神戸市立唐櫃小学校 
講師:㈱ＳＳＡＨ 
   佐藤明宏 

41 名

講師 
1 名 
派遣 

令和 8年 1月 19 日 
神戸市立淡河小学校 
講師:㈱神陵文庫 
   長谷川真吾 

5 名

令和 8年 1月 26 日 
神戸市立君影小学校 
講師:東洋電気工事㈱ 
   合田和弘 

21 名

令和 8年 1月 29 日 
三田市立広野小学校 
講師:阪神造園緑化㈱ 
   坪之内洋二 

37 名

令和 8年 2月 3日 
神戸市立好徳小学校 
講師:㈲キュウエイ 
   宮浦栄太郎  

2 名

令和 8年 2月 5日 
神戸市立泉台小学校 
講師:㈱アースブルー 
   長谷川良果 

35 名

令和 8年 2月 26 日 
神戸市立有馬小学校 
講師:㈱深谷工務店 
   深谷正法 

2 名

 

3．会報誌・機関誌・小冊子等の配布 

税知識の普及及び納税道義の高揚を図るため、会報誌・機関誌等を会員向けに送付するとともに、

税務署、その他官公署の出先機関、金融機関等の窓口に備え置き、広く一般に配布しました。 

なお、「兵庫納税ニュース」については、近隣の協会の発行回数に合わせ、毎月発行から４回に  

変更したことにより、支出削減につながりました。 

また、当該変更を補うため、「納税協会お役立ち情報」（後記）を新たに送信しました。 

区 分 発    行    物 
 発行(配布) 
時 期 

年 間 
部 数 

会報誌 兵庫納税ニュース 4、8、12、翌年 1 月 5,000 部 

機 関 誌 
税のしるべ 毎週月曜日 10,080 部 

納税月報（法人版）・（個人版） 毎月 15 日  7,842 部 

同 上 

臨時号 

源泉所得税早見表・印紙税額一覧表 4 月 60 部 

源泉徴収税額表 4 月 580 部 

主要税法取扱便覧 5 月 590 部 
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4．税務広報の実施 

機関誌、会報誌、ポスター及び本会ホームページなどにより、税知識の普及及び納税道義の高揚に

関する税務広報を実施しました。 

特に、「ＰＲ用品の配布」の税を考える週間において、税務当局の他、新たに警察署・ライオンズ    

クラブ（兵庫駅のみ）とコラボして開催しました。 

また、納税貯蓄組合連合会が行う作文募集事業に職員が従事するなど、この実施を支援しました。 

事 業 名  内  容 

ポスター等の掲示 
本館の掲示板などに常時掲出したほか、税を考える週間や確定申告には

関連するポスターを掲出 

ＰＲ用品の配布 

・各種研修会、管内イベント会場、確定申告会場等で､チラシ・ポケットティ

ッシュなどを配布 

・税を考える週間の街頭ＰＲ(11 月 5日神鉄・ＪＲ三田駅前、11月 7日ＪＲ

兵庫駅前南側)において、警察署・ライオンズクラブ（兵庫駅のみ）とコラボ

で開催し、各団体のＰＲチラシ(当会からは e-Tax・キャッシュレス納付)を

配布 

ホームページ更新 

・各種研修会・説明会等の開催や兵庫納税ニュースの掲載のほか、「税を

考える週間」、年末調整、及び確定申告の実施に先立ち、国税庁ホームペ

ージへのリンクを設定し、情報をタイムリーに提供 

「中学生の税につい

ての作文」 

・応募依頼（6月）、作品回収・審査（9月）、表彰・賞品配布（11～12 月） 

・応募点数 23 校から 1,418 編  

・主な受賞結果、近畿税理士会会長賞 1 名、近畿連会長賞 1名 ほか 

「小学生の税に関す

る書道･ポスター」 

・応募依頼（6月）、作品回収・審査（9月）、表彰・作品展示（10～12 月） 

・応募点数(書道)41 校から 1,140 点、(ポスター)6 校から 8点 

・主な受賞結果、兵庫県納貯連会長賞 5名 兵庫県納貯連優秀賞 1名など 

 

 

Ⅱ．図書・物品の販売あっせん及び不動産賃貸事業等（収益事業 1） 

納税者の利便性の向上に寄与するとともに、本会運営資金を得ることを目的として、図書や物品

の販売あっせん及び不動産賃貸等を行いました。 

事 業 名 対  象 
実 施 時 期 

又は開催日 
会 場 

受 講 

者 数 
備考 

図書の販売 
税務専門書・ 

税に関する実務書 
通 年 本会事務室 － 

会員

割引

あり 

その他税の 

物品の販売等 

会計ソフト 

帳簿用紙類 - 

税法

実務 

関係 

講座 

「法人税基礎講座」(２日間) 
7 月 29 日・ 

8 月 5日 
神戸 

納税協会

※ 

1 名 会員

割引

あり 「法人税別表セミナー」(３日間) 
8 月 27 日・ 

9 月 3.10 日 
1 名 

事 務 受 託 
「兵庫納税貯蓄組合連合会」・ 

「兵庫優良法人会」事務 
－ 

不動産賃貸 協会会議室の時間貸 － 本会会議室 － 

会員

割引

あり 

※ 10 協会共催 
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Ⅲ．福祉制度のあっせん事業（収益事業 2） 

会員の福祉制度の増進、リスクヘッジ及び事業継続を図るとともに、本会運営資金を得ることを

目的とし、福祉制度（大型総合保障制度等）のあっせんを行いました。 

事 業 名 内  容 備  考 

大型総合保障制度 

のあっせん 

企業経営者のためのリスクマネジメ

ント保険 
大同生命・ＡＩＧ損保 

がん保険 個別取扱から集団取扱へ変更 アフラック生命 

小規模企業共済制度 

のあ っせん 

小規模企業主のための事業廃止や退

職時共済制度 
中小企業基盤整備機構 

 

 

Ⅳ．納税協会の組織強化に資する事業（他 1） 

会員交流を推進し、本会の活性化及び組織強化を図ることを目的として、納税環境の整備などに

貢献された方の納税表彰、メールマガジンの発行、融資のあっせんなどの事業を実施しました。 

特に、「新春講演会」においては、初めて国税局幹部に講師を依頼するとともに利き酒会を実施  

するほか、「メールマガジンの発行」では、「納税協会お役立ち情報」を新たに発信しました。 

区 分 事 業 名 
日 程 

又は時期 
会 場 

表彰対象、 

参加者数等 
備考 

納税表彰 納税表彰式 11月14日 楠公会館 3 社(者) 
兵庫納貯､ 

兵庫署共催 

講 演 会 

【夏季講演会】 

「がんはもう怖くない」 

 ～ここまで来た最先端技術～ 

   医学博士 植田美津恵 氏 

7 月 30 日 六甲荘 62 名 － 

【新春講演会】 

「お酒の雑学あれこれ」 

～耳と舌で感じていただく 90分～ 

  大阪国税局課税第二部 

   酒税課長 粟田哲夫 氏 

令和 8 年 

1 月 20 日 
楠公会館 87 名 － 

研  修 

兵庫税務署若手職員研修 

「納税協会役員による教養講話」 

（講 師） 

 (株)ケーブルネットワーク前中 

   代表取締役 川原 謙 氏 

11月25日 兵庫税務署 21 名 － 

会  員 

サービス

の 向 上 

メールマガジンの発行 

  ・納税協会お役立ち情報 

  ・納税協会メールマガジン 

 

随 時 

毎月 1 回 
－ 

 

197 社(者) 

27 社(者) 

－ 

融資のあっせん 
日本政策 

金融公庫 － 
－ 

会員証の配付 毎 年 － 
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その他、納税協会の運営に関する活動 

 

1．定時社員総会、理事会等の開催 

「定期社員総会」においての、「社員総会等における電磁的方法による招集等の件」の承認に   

より、事務局の事務量及び本会の支出削減につながりました。      

事 業 名 開 催 日 会 場 出 席 議 題 

会計監査 4 月 14 日 
本 会 

会議室 
2 名令和 6年度決算の監査 

定時社員 

総会 

(代議員会) 

5 月 28 日 六甲荘 67 名

(1)令和 6年度事業報告及び決算に関する件 

(2)社員総会等における電磁的方法による招集等の件 

【報告】 

R7年事業計画及び収支予算に関する件 

正副会長会 

6 月 27 日 
本会会議室 

17 名  7 月までの事業実績及び 7月以降の事業計画 

7 月 16 日 18 名 今後の事業予定 

10 月 3 日 楠公会館 8 名

(1)令和7年度兵庫納税協会会長感謝状贈呈者に関する件 

(2)会員拡大に向けた取組策等 

(3)福祉制度の推進について 

(4)今後の行事予定等 

令和 8年 

3 月 6日 
本会会議室 9 名

(1)令和 8年度事業計画及び収支予算に関する件 

(2)令和 8年度役員報酬に関する件 

(3)代表理事・業務執行理事の職務執行状況報告 

理 事 会 

4 月 23 日 楠公会館 49 名

(1)令和 6年度事業報告及び決算に関する件 

(2)行政庁に提出する定期提出書類に関する件 

(3)社員総会等における電磁的方法による招集等に関

する件 

(4)令和7年度定時社員総会の日時及び場所並びに目

的事項に関する件 

10 月 3 日 楠公会館 46 名

(1)｢会員拡大強化月間｣における取組に向けた取組に

関する件 

(2)福祉制度の取組に関する件 

令和 8年 

3 月 24 日 
楠公会館 

42 名

(1)令和 8年度事業計画及び収支予算に関する件 

(2)令和8年度理事との少額取引に係る契約に関する承

認の件 

(3)行政庁に提出する定期提出書類に関する承認の件 

(4)令和 8年度役員報酬に関する件 

【報告】 

② 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況報告  

②理事との取引の結果に関する報告 

 

２．外部主催会議等への出席 

主 催 者 開 催 日  事 業 会 場 

納税協会連合会 

4 月 2日 福祉制度委員長会議 グランフロント大阪 

6 月 25 日 定時評議員会 ホテル阪急インターナショナル 

9 月 26 日 局長講演会 大阪新阪急ホテル 

令和 8年 1月 27 日 税制改正講演会 ホテル阪急インターナショナル  
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３．税研会及び各委員会の開催 
（1）税研会 

例年、５月に開催していた三田市での「研修会」については、税務当局の異動（７月）後早期の

９月に変更しました。  

事 業 名 開催日 会 場 出 席 議 題 ・ テ ー マ 

役 員 会 4 月 9 日 
本会 

会議室 
7 名 

(1)令和 6年度事業報告並びに収支報告 

(2)令和 7年度事業計画 

(3)部会総会の役割分担について 

(4)｢青年の集い｣神戸大会 

総  会 4月 23日 萬寿殿 29 名 
(1)令和 6年度事業報告及び収支報告に関する件 

(2)令和 7年度事業計画に関する件 

研 修 会 

8月 27日 
本会 

会議室 
26 名 

テーマ「私の経歴」  

兵庫税務署 西川署長 

9月 24日 
三田市 

キッピーモール 
26名 

テーマ「遺言の基礎知識と争続」 

兵庫税務署 藤本総務課長 

令和 8 年 

1月 28日 

本会 

会議室 
22 名 

テーマ「お米の男」  

兵庫税務署 宮田個人１統括官 

 【参考】 

〈神戸市内青年部会連絡協議会〉 

事 業 名 開 催 日 会 場 出 席 議 題 ・ テ ー マ 

定 時 総 会 6 月 2 日 ホテル竹園芦屋 
4 名 

 

(1)令和 6年度事業報告承認の件  

(2)令和 6年度収支決算報告承認の件  

(3)令和 7年度事業計画(案)承認の件  

(4)役員改選(案)承認の件 

ゴ ル フ 大 会 9 月 19 日 
六甲国際 

ゴルフ倶楽部 
7 名 神戸市内 6協会親睦ゴルフ 

研 修 会 10月28日 
シマブンコーポレー

ション 
11 名 

（講 演） 

「ヴィッセル神戸 常勝軍団への道のり

と地域に果たすべき役割」 

 楽天ヴィッセル神戸(株) 

  代表取締役社長  千布 勇気 氏 

（議 事） 

・令和7年度上半期の事業実績報告について 

・福祉制度の充実について 

  〈83 納税協会青年部会〉 

   当税研会を含む神戸市内６協会の青年部が主催し、国税局の幹部及び 83 協会の青年部会員    

約 800 名をお招きして、開催しました。 

事 業 名 開 催 日 会 場 出 席 議 題 ・ テ ー マ 

第 16 回 

青年の集い 

神戸大会 

11 月 26 日 
神戸ポートピ

アホテル 

17 名 

 

(1)青年部会活動の発表 

(2)講演 

｢震災30年､そしてＳＮＳとメディア｣ 

  (株)神戸新聞社 代表取締役会長  

 高梨 柳太郎 氏 
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(2）広報委員会 

開 催 日 会  場 出 席 議      題 備 考 

9 月 29 日 本会会議室 18 名 

(1) 小学生の「税に関する書道・ポスター」の募集 

（納貯事業）について 

(2)｢税を考える週間｣における広報活動について 

納貯連、

県、市の

合同 

 

(3）組織拡大委員会 

  受託会社の情報を活用する新たな施策を取り入れました。一定の成果は得られましたが、  

改善の余地があることから、令和８年度において改善策を検討します。 

開 催 日 会  場 出 席 議      題 備 考 

9 月 10 日 
ホテル 

兵衛向陽閣 
32 名

（組織拡大委員会） 

 ・会員拡大に向けた取組策/受託会社情報活用 

（福祉制度委員会） 

 ・福祉制度の推進について 

福祉制度委

員会と合同 

 

（4）福祉制度委員会 

開 催 日 会  場 出 席 議       題 備 考 

5 月 28 日 六甲荘 22 名 福祉制度の推進状況報告と計画 － 

9 月 10 日 
ホテル 

兵衛向陽閣 
32 名

（福祉制度委員会） 

 ・福祉制度の推進について 

（組織拡大委員会） 

 ・会員拡大に向けた取組策の検討 

組織拡大委

員会と合同 

 

４．自律的ガバナンスに関する取組 

  ・資金管理の徹底を目的とし、経理担当者に業務集中に伴う不正リスクを防止する観点から、   

   担当者が起票した会計伝票について専務理事が随時確認を行う体制を整備している。 

  ・これにより、日常的な会計処理の適正性を確保するとともに、不正や誤りの早期発見及び      

未防止に努めているほか、会計処理の状況について適切な報告を行う体制としている。 

 

 

【参考】 

令和 7年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34条第 3項

に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しない。 

 

   


